
63 63 60 49 19 45 49 24 56 5 6 21 21 0 1 58 0 4 4 11 20 30 1 0 1 0 6 6 20 2 44 52 7 11 11

埼玉県 さいたま市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 川越市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市民センターや子育て関係部署へのチラシの設置 ○ ○ ○ ○ ○ 外国語の制度案内をホームページに掲載。

埼玉県 熊谷市 ○ ○ ○ ○ ○
毎年10月に学校を通じて就学援助制度の書類を配布し
ている。

○ ○ ○ ○

埼玉県 川口市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国公立、区域外通学の場合は、申請希望者が申請書を
学校に提出し、学校記入欄に必要事項を記載してもら
う。その後、申請希望者が教育委員会に申請書を提出
する。

○ ○ ○
目立つようにパンフレットを色紙で印刷、パンフレッ
トを外国語翻訳（英語、中国語、トルコ語）

埼玉県 行田市 ○ ○ ○ ○ ○
１１月から１月頃を目安に、就学援助のお知らせを全
児童生徒に配布

○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 秩父市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 児童扶養手当担当課で制度案内を配布 ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 所沢市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 飯能市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 加須市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 本庄市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 東松山市 ○ ○ ○
就学時健康診断の結果通知と併せて案内を送付してい
る。

○ ○ ○ ○

埼玉県 春日部市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 狭山市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県
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エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

埼玉県 羽生市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

庁舎内のテレビにて案内、自動販売機のメッセージ
ボードへ掲載。メール、LINEサービスを用いての周
知。他の部署が発行する市民への案内の書類や冊子に
掲載

○ ○ ○ ○

埼玉県 鴻巣市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 深谷市 ○ ○ ○ ○ ○ 市役所のウェブサイトに制度案内を掲載 ○ ○ ○ ○

埼玉県 上尾市 ○ ○ ○ ○ ○
毎年２月（次年度就学援助費申請受付開始月）に学校
で就学援助制度の書類を配布、電子広告への掲載

○ ○ ○

埼玉県 草加市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
基本的にアだが、小学校入学前の入学準備金の申請を
希望する場合は、教育委員会に提出

○ ○

埼玉県 越谷市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５月末までに申請し、認定になった場合は４月１日認
定としている。６月以降に申請し認定となった場合
は、申請月の翌月１日付け認定としている。
申請期間は、４月（例年入学式以降を開始日としてい
る。）～翌年１月末までとしている。

○ ○ ○ ○ ○

転入者には必ず就学援助制度の案内をしている。５月
末までの受付期間において日曜受付を２回実施してい
るため、教育委員会から保護者宛メールで実施日等を
通知している。

埼玉県 蕨市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 戸田市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 入間市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 朝霞市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
・各小・中学校の学校便りに周知文を掲載　・学校
メールにて全児童生徒の保護者に周知文を送付

○

準要保護：随時申請を受け付けており、年度当初分か
ら援助
要保護：生活保護担当課から生活保護受給者情報の提
供を受け認定するため申請不要

○ ○

準要保護：申請の有無にかかわらず、全員が学校若し
くは教育委員会に申請用紙を提出、または電子申請
フォームから回答
要保護：生活援護担当課から生活保護受給者情報の提
供を受け認定するため提出不要

○ ○ ○ ○
回答者の負担とならないよう電子申請フォームからの
受付が可能

埼玉県 志木市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
要保護については、福祉事務所より、受給者名簿を提
出してもらう。

○ ○

埼玉県 和光市 ○ ○ ○ ○ ○ ○

・各小中学校の4月の学校だよりに掲載　　・転入時
に配付される市の冊子に掲載　　・入学通知書発送時
にチラシを同封
・教育委員会の窓口にチラシを設置　　　　　　・福
祉部署発行の冊子に掲載

○ ○ ○ ○

埼玉県 新座市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

埼玉県 桶川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 久喜市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 郵送、電子申請による教育委員会への提出も可。 ○ ○

埼玉県 北本市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
学校費についてお知らせする学校からの通知の裏面等
で、就学援助制度について掲載し、周知を図ってい
る。

埼玉県 八潮市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 新規の児童扶養手当受給者に制度のお知らせを配布。 ○ ○ ○

埼玉県 富士見市 ○ ○ ○ ○ ○
就学時健康診断の案内郵送時に、就学援助制度の書類
を同封しています。

○ ○ ○ ○ ○ 英語版の就学援助制度案内文書の作成。

埼玉県 三郷市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 蓮田市 ○ ○ ○ ○ ○
当初申請分はアの内容による。当初申請期間を過ぎた
ものは申請日から援助。

○ ○ ○ ○

埼玉県 坂戸市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
・転入時に就学援助制度の書類を配布
・関係する他課で就学援助制度の書類を配布

○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 幸手市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 鶴ヶ島市 ○ ○ ○ ○ ○
毎年1月就学援助申請期間内に、小学１年生から中学
２年生の全児童生徒へ就学援助制度の書類を学校で配
布

○ ○ ○ ○

埼玉県 日高市 ○ ○ ○ ○ ○ ○
就学支援制度の案内が記載されているメッセージを保
護者へ送信。

○ ○ ○ ○ 就学援助制度の案内を色用紙に印刷。

埼玉県 吉川市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 電子申請での申請 ○ ○ ○
国の作成する、外国語の就学援助制度の周知をホーム
ページに掲載している

埼玉県 ふじみ野市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

就学時健康診断の際に学校で制度の説明をしている。
電子メールで制度の案内をしている。他課との連携に
より生活保護廃止・停止時、市民相談時、児童扶養手
当申請時、学校給食費滞納時等において制度の案内を
してもらっている。

○ ○ ○ ○
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エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

埼玉県 白岡市 ○ ○ ○ ○

窓口での問い合わせに対して、パンフレット「就学援
助のお知らせ」を配布している。
市発行の「子育て支援ガイドブック」に制度の案内を
記載している。在籍児童生徒の保護者に学校からメー
ルで周知している。

○

４月末日までに申請した方については、年度当初（４
月１日）からの認定としている。年度途中に申請した
方については、申請月の翌月１日付の認定としてい
る。

○ ○ ○ ○
在籍児童生徒の保護者に学校からメールで周知してい
る。
児童扶養手当の申請時に周知している。

埼玉県 伊奈町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 三芳町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 毛呂山町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 越生町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 滑川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 嵐山町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 小川町 ○ ○ ○ ○
町のホームページに制度を掲載(教育委員会独自の
ウェブサイトはない)

○ ○ ○

埼玉県 川島町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 吉見町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 鳩山町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 各学校に対して制度を書面で周知 ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 ときがわ町 ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 横瀬町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



63 63 60 49 19 45 49 24 56 5 6 21 21 0 1 58 0 4 4 11 20 30 1 0 1 0 6 6 20 2 44 52 7 11 11

エ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校に
提出

オ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が教育委
員会に提
出

カ．申請
の有無に
かかわら
ず、全員
が学校も
しくは教
育委員会
に提出

キ．就学
援助シス
テムを
使って提
出

ク．その
他

ア．目に
つきやす
いタイト
ルや平易
な文面の
使用

カ．その
他

ウ．随時
申請を受
け付けて
おり，締
切を過ぎ
た申請の
場合は申
請月や認
定月以降
分から援
助

エ．各学
期で申請
締切を設
定し、各
学期始め
から援助

オ．その
他

ア．申請
を希望す
る者が学
校に提出

イ．申請
を希望す
る者が教
育委員会
に提出

ウ．申請
を希望す
る者が学
校もしく
は教育委
員会に提
出

キ．毎年
度の進級
時に就学
援助制度
の書類を
配布

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

ケ．教育
委員会か
ら児童生
徒がいる
世帯へ案
内を送付

コ．その
他

ア．申請
締切を設
定し，期
間内の申
請のみ受
け付け

イ．随時
申請を受
け付けて
おり，年
度当初分
から援助

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに制
度を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に制
度を記載

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
就学援助
制度の書
類を配布

オ．学校
の入学説
明会で就
学援助制
度の書類
を配布

カ．入学
時に就学
援助制度
の書類を
配布

（７）就学援助制度の周知方法や申請書の表記等の工夫
（あてはまる全てに〇）

（８）（７）のカの内容

イ．漢字
にはフリ
ガナを付
記

ウ．援助
対象とな
る年間所
得の目安
額等を記
載

エ．各費
目の援助
額や年間
総援助額
の記載

オ．外国
語の申請
書を作成

Ⅰ　令和７年度就学援助制度の実施について

１．就学援助制度の周知方法

（１）就学援助制度の周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

（２）（１）のコの内容

（３）就学援助（要保護・準要保護）の申請期間
（あてはまるもの１つに○）

（４）（３）のオの内容・補足事項

（５）就学援助（要保護・準要保護）の申請書の提出方法
（あてはまるもの全てに○）

（６）（５）のクの内容

市区町村名都道府県

埼玉県 皆野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 長瀞町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 小鹿野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 東秩父村 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 美里町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 神川町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 上里町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
英語・ポルトガル語・スペイン語に翻訳した周知用の
書類を用意し、必要に応じて外国籍保護者へ配布して
いる。

埼玉県 寄居町 ○ ○ ○ ○ ○ ○
新年度の申請を受け付ける際に、前年度に認定された
保護者に対し、教育委員会から学校を経由して申請書
等の書類一式を渡している。

○ ○ ○
学校を通じて、保護者に案内通知を送付している。
また、保護者連絡システムで、保護者全員に配信をし
ている。

埼玉県 宮代町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 杉戸町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

埼玉県 松伏町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 入学通知書を送付する際に案内を同封している。 ○ ○ ○
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埼玉県 さいたま市

埼玉県 川越市

埼玉県 熊谷市

埼玉県 川口市

埼玉県 行田市

埼玉県 秩父市

埼玉県 所沢市

埼玉県 飯能市

埼玉県 加須市

埼玉県 本庄市

埼玉県 東松山市

埼玉県 春日部市

埼玉県 狭山市

市区町村名都道府県

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 1 8 22 31 0 43 38 14 47 30 1 2 0 2 9 9 3 0 0 0 0 0 0

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
就学時健康診断の結果通知と併せて案内を送付し
ている。

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）
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市区町村名都道府県

埼玉県 羽生市

埼玉県 鴻巣市

埼玉県 深谷市

埼玉県 上尾市

埼玉県 草加市

埼玉県 越谷市

埼玉県 蕨市

埼玉県 戸田市

埼玉県 入間市

埼玉県 朝霞市

埼玉県 志木市

埼玉県 和光市

埼玉県 新座市

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 1 8 22 31 0 43 38 14 47 30 1 2 0 2 9 9 3 0 0 0 0 0 0

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 電子広告への掲載

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
就学時前検診が10月から11月にかけて行われるた
めその時の配布資料に案内を同封している。申請
期日は1月20日前後で支給は3月。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ・就学時健康診断の通知に同封

○ ○ ○ ○ ○ ○ ①周知時期：10月、②申請時期：12/1～1/15

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ・入学通知書発送時にチラシを同封

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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市区町村名都道府県

埼玉県 桶川市

埼玉県 久喜市

埼玉県 北本市

埼玉県 八潮市

埼玉県 富士見市

埼玉県 三郷市

埼玉県 蓮田市

埼玉県 坂戸市

埼玉県 幸手市

埼玉県 鶴ヶ島市

埼玉県 日高市

埼玉県 吉川市

埼玉県 ふじみ野市

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 1 8 22 31 0 43 38 14 47 30 1 2 0 2 9 9 3 0 0 0 0 0 0

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
就学時健康診断の案内郵送時に、就学援助制度の
書類を同封しています。

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
保護者メールシステムを通して新入学世帯に案内
を送付

○ ○ ○ ○ ○ ○



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 白岡市

埼玉県 伊奈町

埼玉県 三芳町

埼玉県 毛呂山町

埼玉県 越生町

埼玉県 滑川町

埼玉県 嵐山町

埼玉県 小川町

埼玉県 川島町

埼玉県 吉見町

埼玉県 鳩山町

埼玉県 ときがわ町

埼玉県 横瀬町

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 1 8 22 31 0 43 38 14 47 30 1 2 0 2 9 9 3 0 0 0 0 0 0

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
ア・イ①11月、②12月末日、③2月　エ①10月、
②12月末日

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ 町のホームページに制度を記載

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ 制度の案内を就学時健康診断結果とともに郵送

○ ○ ○ ○ ○ ○



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 皆野町

埼玉県 長瀞町

埼玉県 小鹿野町

埼玉県 東秩父村

埼玉県 美里町

埼玉県 神川町

埼玉県 上里町

埼玉県 寄居町

埼玉県 宮代町

埼玉県 杉戸町

埼玉県 松伏町

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 1 8 22 31 0 43 38 14 47 30 1 2 0 2 9 9 3 0 0 0 0 0 0

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

カ．　１
月

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降 ＜小学校＞（７）（４）でア．イ．ウ．エに○を

した場合、（入学前支給の）①周知時期、②申請
期日、③（アの場合）支給時期

＜小学校＞（８）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜小学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜小学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

＜小学校＞（５）（１）でアと回答した場合、小学校入学前の者に対する周知方法
（あてはまるもの全てに〇）

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

エ．１１
月

オ．１２
月

ケ．小学
校入学予
定者がい
る家庭へ
案内を送
付

コ．その
他

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

オ．学校
の入学前
説明会の
際に案内
を配布

カ．域内
の幼稚園
や保育所
で案内を
配布

キ．域内
の小中学
校で在校
生及び保
護者に対
して案内
を配布
（兄弟姉
妹がいる
場合な
ど）

ク．民生
委員やス
クール
ソーシャ
ルワー
カー等か
ら案内を
配布

＜小学校＞（６）（５）のコの内容

キ．　２
月

ク．　３
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．教育
委員会の
ウェブサ
イトに案
内を掲載

イ．自治
体の広報
誌等に案
内を掲載

オ．その
他

＜小学校＞（１）実施・検討状況について

＜小学校＞（２）（１）のカの内容

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

ウ．就学
案内の書
類に記載
又は就学
案内の書
類ととも
に配布

エ．就学
時健康診
断の際に
案内を配
布

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

令和７年７月時点の市区町村の実施（検討）状況
（あてはまるもの1つに〇）

＜小学校＞（９）（８）のエ及びオの内容

２．新入学児童生徒学用品費等の入学前支給（要保護及び準要保護）

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○

・入学前支給を行っていないが、令和７年度は新
入学児童生徒で対象となりえた児童が１名のみで
あり、要望等がないため行っていないが、
　要望や対象者数の増加などが見込まれれば、検
討する。

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 入学通知書を送付する際に案内を同封している。



63 63

埼玉県 さいたま市

埼玉県 川越市

埼玉県 熊谷市

埼玉県 川口市

埼玉県 行田市

埼玉県 秩父市

埼玉県 所沢市

埼玉県 飯能市

埼玉県 加須市

埼玉県 本庄市

埼玉県 東松山市

埼玉県 春日部市

埼玉県 狭山市

市区町村名都道府県

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 3 5 25 29 0 0 0 0 0 0 0

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 羽生市

埼玉県 鴻巣市

埼玉県 深谷市

埼玉県 上尾市

埼玉県 草加市

埼玉県 越谷市

埼玉県 蕨市

埼玉県 戸田市

埼玉県 入間市

埼玉県 朝霞市

埼玉県 志木市

埼玉県 和光市

埼玉県 新座市

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 3 5 25 29 0 0 0 0 0 0 0

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 桶川市

埼玉県 久喜市

埼玉県 北本市

埼玉県 八潮市

埼玉県 富士見市

埼玉県 三郷市

埼玉県 蓮田市

埼玉県 坂戸市

埼玉県 幸手市

埼玉県 鶴ヶ島市

埼玉県 日高市

埼玉県 吉川市

埼玉県 ふじみ野市

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 3 5 25 29 0 0 0 0 0 0 0

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○
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市区町村名都道府県

埼玉県 白岡市

埼玉県 伊奈町

埼玉県 三芳町

埼玉県 毛呂山町

埼玉県 越生町

埼玉県 滑川町

埼玉県 嵐山町

埼玉県 小川町

埼玉県 川島町

埼玉県 吉見町

埼玉県 鳩山町

埼玉県 ときがわ町

埼玉県 横瀬町

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 3 5 25 29 0 0 0 0 0 0 0

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○
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市区町村名都道府県

埼玉県 皆野町

埼玉県 長瀞町

埼玉県 小鹿野町

埼玉県 東秩父村

埼玉県 美里町

埼玉県 神川町

埼玉県 上里町

埼玉県 寄居町

埼玉県 宮代町

埼玉県 杉戸町

埼玉県 松伏町

62 0 0 0 0 1 1 62 0 0 0 0 0 0 0 3 5 25 29 0 0 0 0 0 0 0

エ．未定 ア．　８
月以前

イ．  ９
月

ウ．１０
月

ケ． ４
月初旬
（入学式
前）

ア．令和
６年度
（令和７
年度新入
学分）以
前

イ．令和
７年度
（令和８
年度新入
学分）

ウ．令和
８年度
（令和９
年度新入
学分）以
降

エ．１１
月

オ．１２
月

カ．　１
月

キ．　２
月

ク．　３
月

＜中学校＞（３）（１）でアと回答した
場合は入学前支給を導入した時期、イと
回答した場合は導入開始を検討（予定）
している時期

＜中学校＞（５）（１）でウと回答した場合の理由
（あてはまるもの全てに〇）

＜中学校＞（６）（５）のエ及びオの
内容

エ．そも
そも新入
学学用品
やその費
用を無償
化してい
るため、
入学前支
給を行っ
ていない

ウ．認定
回数が増
える、支
給後に転
居へした
場合の対
応など、
事務業務
量が増加
するから

ア．予算
の確保が
困難だか
ら

イ．規則
改正など
の内部手
続きに時
間がかか
るから

エ．（入
学前支給
とは異な
る）自治
体独自の
教育費負
担軽減制
度がある
から

オ．そも
そも対象
者がいな
いため、
入学前支
給を行っ
ていない

カ．その
他

＜中学校＞（４）（１）でアと回答した場合、支給した時期
（複数回支給している場合は最初の時期）

オ．その
他）

＜中学校＞（１）　実施・検討状況について

＜中学校＞（２）（１）のカの内容

ア．入学
前支給を
行ってい
る

イ．入学
前支給を
行ってい
ないが、
現在検討
はしてい
る

ウ．入学
前支給を
行ってお
らず、現
在検討も
していな
い

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○

・入学前支給を行っていないが、令和７年度は新入学
児童生徒で対象となりえた生徒がおらず、要望等がな
いため行っていないが、
　要望や対象者数の増加などが見込まれれば、検討す
る。

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○
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埼玉県 さいたま市

埼玉県 川越市

埼玉県 熊谷市

埼玉県 川口市

埼玉県 行田市

埼玉県 秩父市

埼玉県 所沢市

埼玉県 飯能市

埼玉県 加須市

埼玉県 本庄市

埼玉県 東松山市

埼玉県 春日部市

埼玉県 狭山市

市区町村名都道府県

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

44 43 38 38 39 48 13 12 31 32 11 12 13 24 15 26 19 1 5 16 60 1 16 0 63

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1

・火災、風水害、震災その他の災害の罹災（り災）により学用
品、通学用品等に不自由している者
・その他特別な事由により、教育的配慮として就学援助を必要
とすると校長が認めた者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 市長が特に就学援助費の支給が必要であると認める者 0

○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ 1 経済的に困難である者 0

○ ○ 1
上記基準で非該当となった世帯のうち、令和5年12月末日時点
の算定基準で認定となる世帯は認定している。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1

・中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国
残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６
年法律第３０号）に基づく支援給付を受けている者
・学校長の意見により援助が必要であると認められる者

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容
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市区町村名都道府県

埼玉県 羽生市

埼玉県 鴻巣市

埼玉県 深谷市

埼玉県 上尾市

埼玉県 草加市

埼玉県 越谷市

埼玉県 蕨市

埼玉県 戸田市

埼玉県 入間市

埼玉県 朝霞市

埼玉県 志木市

埼玉県 和光市

埼玉県 新座市

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

44 43 38 38 39 48 13 12 31 32 11 12 13 24 15 26 19 1 5 16 60 1 16 0 63

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 その他市長が準ずると認める者 0

○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 その他、教育長が特に援助を必要と認める者 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
疾病、災害、失業等により著しく生活状態が悪化したなど特別
な事情がある場合。

0
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市区町村名都道府県

埼玉県 桶川市

埼玉県 久喜市

埼玉県 北本市

埼玉県 八潮市

埼玉県 富士見市

埼玉県 三郷市

埼玉県 蓮田市

埼玉県 坂戸市

埼玉県 幸手市

埼玉県 鶴ヶ島市

埼玉県 日高市

埼玉県 吉川市

埼玉県 ふじみ野市

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

44 43 38 38 39 48 13 12 31 32 11 12 13 24 15 26 19 1 5 16 60 1 16 0 63

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
要件ク、サ、シ、スについては、直接の認定要件とはせずに、
要件ソを満たしたうえで認定。

0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ 市県民税所得割非課税基準額×１．３ 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 教育委員会が経済的理由により援助の必要があると認めるもの 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
失業による家計の急変、減額・休職・休業・被災・罹災による
家計の急変

0
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市区町村名都道府県

埼玉県 白岡市

埼玉県 伊奈町

埼玉県 三芳町

埼玉県 毛呂山町

埼玉県 越生町

埼玉県 滑川町

埼玉県 嵐山町

埼玉県 小川町

埼玉県 川島町

埼玉県 吉見町

埼玉県 鳩山町

埼玉県 ときがわ町

埼玉県 横瀬町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

44 43 38 38 39 48 13 12 31 32 11 12 13 24 15 26 19 1 5 16 60 1 16 0 63

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 学校長の所見等から教育委員会が認めた者。 0

○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0
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市区町村名都道府県

埼玉県 皆野町

埼玉県 長瀞町

埼玉県 小鹿野町

埼玉県 東秩父村

埼玉県 美里町

埼玉県 神川町

埼玉県 上里町

埼玉県 寄居町

埼玉県 宮代町

埼玉県 杉戸町

埼玉県 松伏町

４．就学援助率

（２）
（１）で
ソ，タ又は
チに○をし
た場合，生
活保護基準
額等に掛け
る係数（倍
率）

（３）
（１）で ツ
に○をした
場合，市区
町村民税課
税最低限度
額に掛ける
係数（倍
率）

倍 倍

44 43 38 38 39 48 13 12 31 32 11 12 13 24 15 26 19 1 5 16 60 1 16 0 63

ソ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額が
変わると
自動的に
要件が変
わるも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍、
1.5倍
等）（係
数（倍
率）を
（４）に
記入して
くださ
い。）

タ．生活
保護の基
準額に一
定の係数
を掛けた
もの（生
活保護の
基準額を
参照して
額を定め
ているも
の）
（例：生
活保護の
1.3倍の
額（394
万円）、
1.5倍
（455万
円）等）
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

チ．特別
支援教育
就学奨励
費の需要
額測定に
用いる保
護基準
額、又は
同基準額
に一定の
係数を掛
けたもの
（係数
（倍率）
を（４）
に記入し
てくださ
い。）

ツ．市区
町村民税
（所得割
又は均等
割）課税
最低限度
額に一定
の係数を
掛けたも
の
（例：課
税最低限
度額の
1.0倍、
1.5倍
等）（係
数および
目安額を
（５）に
記入して
くださ
い。）

テ．離職
や病気等
の理由に
よって家
計が急変
した者

ト．その
他

令和６年度

シ．経済
的な理由
による欠
席日数が
多い者

ス．保護
者の職業
が不安定
で、生活
状態が悪
いと認め
られる者

セ．生活
福祉資金
による貸
付け

係数（倍
率）

係数（倍
率）

オ．国民
健康保険
法の保険
料の減免
または徴
収の猶予

ケ．個人
の事業税
の減免

サ．学校
納付金の
納付状態
の悪い
者、昼
食、被服
等が悪い
者または
学用品、
通学用品
等に不自
由してい
る者等で
保護者の
生活状態
がきわめ
て悪いと
認められ
るもの

イ．市区
町村民税
の非課税

ア．生活保
護法に基づ
く保護の停
止または廃
止

コ．固定
資産税の
減免

ウ．市区
町村民税
の減免

エ．国民
年金保険
料の免除

カ．児童
扶養手当
の支給

キ．保護
者が職業
安定所登
録日雇労
働者

ク．PTA
会費、学
級費等の
学校納付
金の減免
が行われ
ている者

（５）補足事項

（１）令和７年度当初における準要保護の認定基準
（該当するもの全てに〇）

３．就学援助制度の根拠規定・認定基準について

（４）（１）でトと回答した場合，その他の基準の内容

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 教育委員会が特に給付する必要があると認めた場合 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 雇用保険の受給 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 1 0

○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 0

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1
特支奨励費の保護基準額（1.3倍）から外れるが、家庭の状況
を考慮し認定

0

○ 1 0
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埼玉県 さいたま市

埼玉県 川越市

埼玉県 熊谷市

埼玉県 川口市

埼玉県 行田市

埼玉県 秩父市

埼玉県 所沢市

埼玉県 飯能市

埼玉県 加須市

埼玉県 本庄市

埼玉県 東松山市

埼玉県 春日部市

埼玉県 狭山市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 12 63 29 29 33 33 33 1 1 0 3 14 3 3 9 9 9 2 2 1 1 36 0 0 14 14 14 22 22 2 9 16

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 26,781 ○ ○ 15,000 1世帯当たり

・通学費は令和６年度実績なしのため、０
円。
・オンライン学習通信費は一世帯当たりの金
額。
・学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）
発行費は、１回の上限金額３，３００円で、
必要に応じて複数回申請可能。

○ ○ 11,630
学用品費・通学用品費・校外活動
費（宿泊を伴わないもの）はまと
めて「学用品費等」として支給し
ています。

○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 23,952

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,843 ○ ○ 15,000
・学用品費と通学用品費を合算して支給して
いる
・通学用品費は１年生以外の生徒に支給して
いる

○ ○ 11,628 ○ ○ 54,060 ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 24,188

・通学費：実費と定期代を比較して低廉な額
を支給。
・修学旅行費：国立学校及び川口市立以外の
公立学校に在籍する児童及び生徒（就学指定
校変更及び区域外就学を承諾された児童及び
生徒を除く。）の場合は、その年の要保護児
童生徒援助費補助金予算単価を上限額とす
る。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,399 令和６年度実績

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 27,690 22,458

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,634

・学用品費、通学用品費、校外活動費（宿泊
を伴わないもの）については、３費目あたり
1年生13,230円（1,203円×10ヵ月、1,200円
×1ヵ月）、2年～6年生15,500円（1,410円×
10ヵ月、1,400円×1ヵ月）を支給する。
・修学旅行費、医療費・学校給食費及び校外
活動費（宿泊を伴うもの）は令和6年度の実
績額

○ ○ 11,630

学用品費、通学用品費、校外活動
費（宿泊を伴わないもの）を併せ
て支給している。支給額の内訳に
ついて要領等では定めていない
が、要保護児童生徒援費の単価を
根拠としている。

○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,555

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,439 ○ ○ 11,000 10,795 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,212 校外活動費（宿泊を伴わないもの）について
は、学用品費に合算して支給しています。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,689

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 24,286

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,661 ○ ○ 11,000 9,485 ○ ○ 7,500

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額
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市区町村名都道府県

埼玉県 羽生市

埼玉県 鴻巣市

埼玉県 深谷市

埼玉県 上尾市

埼玉県 草加市

埼玉県 越谷市

埼玉県 蕨市

埼玉県 戸田市

埼玉県 入間市

埼玉県 朝霞市

埼玉県 志木市

埼玉県 和光市

埼玉県 新座市

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 12 63 29 29 33 33 33 1 1 0 3 14 3 3 9 9 9 2 2 1 1 36 0 0 14 14 14 22 22 2 9 16

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,240 ○ ○ 11,000 ○ ○ 15,000 ・通学用品費は1年生を除く
・給食費は月額4,100円。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 24,747 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 14,636 ○ ○ 22,690 ○ ○ 15,000

１世帯当たり
15,000円。
兄弟がいた場合は
兄弟のうち一番上
の児童に支給

○ ○ 11,630 小2～6は13,900 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,454 ○ ○ 15,000 9,062

○ ○ 15,200 小1は、12,970円 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,527

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,683

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,762 ○ ○ 14,000 １世帯あたり

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 25,217 ○ ○ 7,000 ○ ○ 15,000 ・通学費、医療費は費目設定ありだが、令和
６年度実績なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 25,274 ○ ○ 15,000 ・通学費・医療費について、令和６年度の支
給実績なし。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 Ｒ６年度回答相違。通学費の費目
設定なし。 ○ ○ 26,656 ○ ○ 15,000 13,227

○ ○ 13,390 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,314 ○ ○ 15,000
・学用品費は１年が11,630円、2年から6年が
13,390円　　・通学用品費は学用品費に含む
・医療費は令和6年度中の支給実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 22,690 予算単価



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 桶川市

埼玉県 久喜市

埼玉県 北本市

埼玉県 八潮市

埼玉県 富士見市

埼玉県 三郷市

埼玉県 蓮田市

埼玉県 坂戸市

埼玉県 幸手市

埼玉県 鶴ヶ島市

埼玉県 日高市

埼玉県 吉川市

埼玉県 ふじみ野市

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 12 63 29 29 33 33 33 1 1 0 3 14 3 3 9 9 9 2 2 1 1 36 0 0 14 14 14 22 22 2 9 16

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 学用品費・通学用品費は合算して
支給。 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,124 ○ ○ 14,000 世帯単位で支給

学用品費・通学用品費は併せて支給。
小学校１年生11,630円、2年～6年生13,900
円。
単価に記入した金額を支給されている学年
（２～６年生）85.64％、１年生14.36％（当
初認定時点）

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000 15,000 第１子のみ対象

○ ○ 11,630 11,048 ○ ○ 57,060 ○ ○ 27,065 ○ ○ 15,000 13,300 一世帯当たり

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,368 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,579 ○

世帯ごとに支給。
予算計上単価
6,000円。年間上
限額は12,000円。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,266

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 10,894 ○ ○ 57,060 ○ ○ 25,822

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 22,690 22,234 ○ ○ 15,000 13,579

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,358

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690
「学校給食費」については、小学校１年生及
び義務教育学校１年生は４月が５食分のため
39,120円。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 23,245 医療費の支給平均額0円については、支給実
績なしのため。



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 白岡市

埼玉県 伊奈町

埼玉県 三芳町

埼玉県 毛呂山町

埼玉県 越生町

埼玉県 滑川町

埼玉県 嵐山町

埼玉県 小川町

埼玉県 川島町

埼玉県 吉見町

埼玉県 鳩山町

埼玉県 ときがわ町

埼玉県 横瀬町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 12 63 29 29 33 33 33 1 1 0 3 14 3 3 9 9 9 2 2 1 1 36 0 0 14 14 14 22 22 2 9 16

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 24,894

○ ○ 11,630 11,630 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690

○ ○ 11,630 11,211 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 ○ ○ 11,000 ○ R7から ○ ○ 15,000 15,000 ○ R7から

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 9,166 ○ ○ 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 21,429 ○ ○ 9,361

○ ○ 11,630 10,660 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 18,778 ○ ○ 11,000 9,897 ○ ○ 14,000 12,733

○ ○ 11,630 ○ ○ 54,060 ○ ○ 22,690 22,279 ○ ○ 15,000 医療費実績なし

○ ○ 11,630 10,416 ○ ○ 57,060 49,910 ○ ○ 22,690 22,650 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 15,000 3,498

○ ○ 11,630 10,377 ○ ○ 57,060 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 11,000 11,000 ○ ○ 14,000 1,167
・通学用品費については、学用品費に含んで
いる。
・生徒会費の実績がない理由については、
元々児童（生徒）会が存在しないため。

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 20,555 ○ ○ 11,000 11,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 15,000



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 皆野町

埼玉県 長瀞町

埼玉県 小鹿野町

埼玉県 東秩父村

埼玉県 美里町

埼玉県 神川町

埼玉県 上里町

埼玉県 寄居町

埼玉県 宮代町

埼玉県 杉戸町

埼玉県 松伏町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 12 63 29 29 33 33 33 1 1 0 3 14 3 3 9 9 9 2 2 1 1 36 0 0 14 14 14 22 22 2 9 16

１．小学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

（１）費目毎の援助額

（２）補足事項

新入学児童生徒学用品費等 通学費 修学旅行費学用品費 卒業アルバム代等 オンライン学習通信費

５．令和７年度準要保護就学援助額

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 20,000 ○ ○ 11,000 ○ ○ 14,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 22,690 17,739 ○ ○ 15,000 1,721

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 40,020 0 実績なし ○ ○ 22,690 19,511 ○ ○ 11,000 10,200 ○ ○ 15,000

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 0 実績なし ○ ○ 15,000 7,000
・医療費は実績なし
・学校給食費は無償化のため実績なし
・修学旅行費は実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 24,122

○ ○ 11,630 10,361 ○ ○ 57,060 ○ ○ 26,544 ○ ○ 14,000 12,882

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 24,249 ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 14,000
※1　小学校1年生は、11,630円
※2　学用品費と合算で支給
※3　小学校1年生は、42,560円

○ ○ 11,640 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690 ○ ○ 14,040

○ ○ 11,630 10,404 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 21,466 ○ ○ 14,000 12,486

○ ○ 11,630 ○ ○ 57,060 ○ ○ 22,690 22,690



63 63

埼玉県 さいたま市

埼玉県 川越市

埼玉県 熊谷市

埼玉県 川口市

埼玉県 行田市

埼玉県 秩父市

埼玉県 所沢市

埼玉県 飯能市

埼玉県 加須市

埼玉県 本庄市

埼玉県 東松山市

埼玉県 春日部市

埼玉県 狭山市

市区町村名都道府県

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 9 63 29 29 33 33 33 1 1 0 2 14 3 3 9 9 9 2 2 1 3 37 0 0 14 14 14 21 21 3 10 17

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 71,392 ○ ○ 15,000 1世帯当たり

・通学費は令和６年度実績なしのため、０円。
・オンライン学習通信費は一世帯当たりの金額。
・学校生活管理指導表（アレルギー疾患用）発行費は、１回の上限
金額３，３００円で、必要に応じて複数回申請可能。

○ ○ 22,730
学用品費・通学用品費・校外活
動費（宿泊を伴わないもの）は
まとめて「学用品費等」として
支給しています。

○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 54,560 ○ ○ 59,980

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 69,167 ○ ○ 13,371

○ ○ 22,728 ○ ○ 63,000 ○ ○ 9,900 ○ ○ 67,120

・通学費：実費と定期代を比較して低廉な額を支給。
・修学旅行費：国立学校及び川口市立以外の公立学校に在籍する児
童及び生徒（就学指定校変更及び区域外就学を承諾された児童及び
生徒を除く。）の場合は、その年の要保護児童生徒援助費補助金予
算単価を上限額とする。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 令和６年度実績

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 70,910 60,910 体育実技用具費…柔道：実費（上限7,650円）、剣道：実費（上限
52,900円）、スキー：実費（上限38,030円）

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 61,451

・学用品費、通学用品費、校外活動費（宿泊を伴わないもの）につ
いては、3費目あたり1年生25,040円（2,277円×10ヵ月、2,270円×
1ヵ月）、2・3年生27,310円（2,483円×10ヵ月、2,480円×1ヵ月）
・体育実技用具費、医療費・学校給食費、修学旅行費及び校外活動
費（宿泊を伴うもの）は令和6年度の実績額

○ ○ 22,730

学用品費、通学用品費、校外活
動費（宿泊を伴わないもの）を
併せて支給している。支給額の
内訳について要領等では定めて
いないが、要保護児童生徒援費
の単価を根拠としている。

○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,311

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 7,386 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 6,997 校外活動費（宿泊を伴わないもの）については、学用品費に合算し
て支給しています。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

学
年
は
支
給
対
象
外

○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 66,425

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,646 ○ ○ 10,000 8,594 6年度上限8,800 ○ ○ 7,500

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 羽生市

埼玉県 鴻巣市

埼玉県 深谷市

埼玉県 上尾市

埼玉県 草加市

埼玉県 越谷市

埼玉県 蕨市

埼玉県 戸田市

埼玉県 入間市

埼玉県 朝霞市

埼玉県 志木市

埼玉県 和光市

埼玉県 新座市

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 9 63 29 29 33 33 33 1 1 0 2 14 3 3 9 9 9 2 2 1 3 37 0 0 14 14 14 21 21 3 10 17

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,365 ○ ○ 10,000 ○ ○ 15,000 ・通学用品費は1年生を除く
・給食費は月額4,900円。3年生3月分のみ日割で支給

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

年
生
を
除
く

○ ○ 66,268 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 ○ ○

１世帯当たり15,000
円。
兄弟がいた場合は兄弟
のうち一番上の生徒に
支給

○ ○ 22,730 中2・3は25,000 ○ ○ 63,000 ○ ○ 57,033 ○ ○ 15,000 6,340

○ ○ 26,790 中1は24,560円 ○ ○ 63,000 ○ ○ 70,753

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,907

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 64,859 ○ ○ 14,000 1世帯あたり

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 81,105 ○ ○ 5,875 ○ ○ 15,000 ・通学費、医療費は費目設定ありだが、令和６年度実績なし。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 70,700 令和6年度は校外学習（宿泊を伴うもの）の実施なしのため、実績
額0円

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 68,732 ○ ○ 15,000 ・通学費・医療費について、令和６年度の支給実績なし。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

年
生
を
除
く

○ ○ 66,733 ○ ○ 15,000 13,221

○ ○ 25,000 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,427 ○ ○ 15,000
・学用品費は１年が22,730円、2年から3年が25,000円　　・通学用
品費は学用品費に含む
・医療費は令和6年度中の支給実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 R6実績なし ○ ○ 60,910 予算単価 昨年度も該当なし



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 桶川市

埼玉県 久喜市

埼玉県 北本市

埼玉県 八潮市

埼玉県 富士見市

埼玉県 三郷市

埼玉県 蓮田市

埼玉県 坂戸市

埼玉県 幸手市

埼玉県 鶴ヶ島市

埼玉県 日高市

埼玉県 吉川市

埼玉県 ふじみ野市

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 9 63 29 29 33 33 33 1 1 0 2 14 3 3 9 9 9 2 2 1 3 37 0 0 14 14 14 21 21 3 10 17

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 学用品費・通学用品費は合算し
て支給。 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,635 ○ ○ 14,000 世帯単位で支給

学用品費・通学用品費は併せて支給。
1年生22,730円、2年生～3年生25,000円。
単価に記入した金額を支給されている学年（２～３年生）
64.71％、１年生35.29％（当初認定時点）

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 15,000 15,000 第１子のみ支給

○ ○ 22,730 22,223 ○ ○ 63,000 ○ ○ 65,508 ○ ○ 15,000 13,699 一世帯当たり

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績なし ○ ○ 60,910 60,057 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 58,931 ○ ○
世帯ごとに支給。予算
計上単価6,000円。年
間上限額は12,000円。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 21,946 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,802

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,880 0 実績なし ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 15,000 13,620

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 59,736

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 59,696 「学校給食費」については、中学校３年生及び義務教育学校９年生
は３月が半額のため49,350円。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 10,000 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 64,617 校外活動費（宿泊を伴うもの）及び医療費の支給平均額0円につい
ては、支給実績なしのため。



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 白岡市

埼玉県 伊奈町

埼玉県 三芳町

埼玉県 毛呂山町

埼玉県 越生町

埼玉県 滑川町

埼玉県 嵐山町

埼玉県 小川町

埼玉県 川島町

埼玉県 吉見町

埼玉県 鳩山町

埼玉県 ときがわ町

埼玉県 横瀬町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 9 63 29 29 33 33 33 1 1 0 2 14 3 3 9 9 9 2 2 1 3 37 0 0 14 14 14 21 21 3 10 17

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 58,455 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 62,018

○ ○ 22,730 22,730 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910

○ ○ 22,730 21,656 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 59,137 ○ ○ 10,000 ○ R7から ○ ○ 15,000 15,000 ○ R7から

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 63,000 60,910 ○ ○ 8,800 6,050 ○ ○ 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 53,881 ○ ○ 8,800

○ ○ 22,370 21,605 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 55,971 ○ ○ 8,800 8,234 ○ ○ 14,000 13,200

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 15,000 校外活動費（宿泊を伴うもの）実績なし
医療費実績なし

○ ○ 22,730 18,651 ○ ○ 63,000 57,861 ○ ○ 60,910 55,707 ○ ○ 10,000 0 実績なし ○ ○ 15,000 2,332

○ ○ 22,730 19,701 ○ ○ 63,000 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 8,800 6,600 ○ ○ 14,000 5,368 ・通学用品費については、学用品費に含んでいる。

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 8,800

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 15,000



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 皆野町

埼玉県 長瀞町

埼玉県 小鹿野町

埼玉県 東秩父村

埼玉県 美里町

埼玉県 神川町

埼玉県 上里町

埼玉県 寄居町

埼玉県 宮代町

埼玉県 杉戸町

埼玉県 松伏町

費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均
額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度単
価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平均額 上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年
度単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項 費目の
設定の
有無

実費・
現物支
給

支給平
均額

上限額 上限の
金額

支給平
均額

一定額 令和７年度
単価

その他 補足事項

63 0 0 10 10 10 53 53 0 5 63 0 0 5 5 5 58 58 0 0 12 9 9 3 3 3 0 0 0 9 63 29 29 33 33 33 1 1 0 2 14 3 3 9 9 9 2 2 1 3 37 0 0 14 14 14 21 21 3 10 17

２．中学校の就学援助額の単価（一人当たり年間支給額）

卒業アルバム代等 オンライン学習通信費学用品費 新入学児童生徒学用品費等 通学費

（１）費目毎の援助額 （２）補足事項

修学旅行費

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 0 実績無し ○ ○ 60,910 ○ ○ 8,800 ○ ○ 14,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 30,872 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 15,000 1,166

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 80,800 0 実績なし ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 10,000 8,800 ○ ○ 15,000

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 59,420 ○ ○ 15,000 7,000
・体育実技用具費は実績なし
・医療費は実績なし
・学校給食費は無償化のため実績なし
・校外活動費(宿泊を伴わないもの)は実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 72,390

○ ○ 22,730 21,030 ○ ○ 63,000 ○ ○ 66,916 ○ ○ 14,000 12,666

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000

年
生
に
学
用
品
費

○ ○ 69,200 ○ ○ 14,000 0 実績なし

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 14,000
※1　中学校1年生は、22,730円
※2　学用品費と合算で支給
※3　中学校3年生は、53,182円

○ ○ 22,740 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 14,040

○ ○ 22,730 20,880 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910 ○ ○ 14,000 12,749

○ ○ 22,730 ○ ○ 63,000 ○ ○ 60,910 60,910



63 63

埼玉県 さいたま市

埼玉県 川越市

埼玉県 熊谷市

埼玉県 川口市

埼玉県 行田市

埼玉県 秩父市

埼玉県 所沢市

埼玉県 飯能市

埼玉県 加須市

埼玉県 本庄市

埼玉県 東松山市

埼玉県 春日部市

埼玉県 狭山市

市区町村名都道府県

６．その他

3

　現在、就学援助の審査基準の見直しを進めています。
　川越市では平成２５年の文科省通知（文科初第267号）に従い、２５年４月時点の生保基準を就学援助の審査基準として採用してきました。
　しかし、近年は、賃上げによる所得上昇の半面、これまで以上の物価上昇もみられるなど、社会情勢として複雑な状況にあり、採用後１０年以上経過した基準を使い続ける妥当性について今一度検
討すべきであると考えたからです。
　
　今後、川越市における所得の状況等を確認しながら、適切な審査基準とするべく継続して検討を進めていきます。

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 羽生市

埼玉県 鴻巣市

埼玉県 深谷市

埼玉県 上尾市

埼玉県 草加市

埼玉県 越谷市

埼玉県 蕨市

埼玉県 戸田市

埼玉県 入間市

埼玉県 朝霞市

埼玉県 志木市

埼玉県 和光市

埼玉県 新座市

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

就学援助世帯へモバイルルーターの貸出を実施している。



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 桶川市

埼玉県 久喜市

埼玉県 北本市

埼玉県 八潮市

埼玉県 富士見市

埼玉県 三郷市

埼玉県 蓮田市

埼玉県 坂戸市

埼玉県 幸手市

埼玉県 鶴ヶ島市

埼玉県 日高市

埼玉県 吉川市

埼玉県 ふじみ野市

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況

学校給食費の支給については、保護者からの徴収はせずに、実績に基づき教育委員会から学校給食センターへ支払いを行っている。



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 白岡市

埼玉県 伊奈町

埼玉県 三芳町

埼玉県 毛呂山町

埼玉県 越生町

埼玉県 滑川町

埼玉県 嵐山町

埼玉県 小川町

埼玉県 川島町

埼玉県 吉見町

埼玉県 鳩山町

埼玉県 ときがわ町

埼玉県 横瀬町

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況



63 63

市区町村名都道府県

埼玉県 皆野町

埼玉県 長瀞町

埼玉県 小鹿野町

埼玉県 東秩父村

埼玉県 美里町

埼玉県 神川町

埼玉県 上里町

埼玉県 寄居町

埼玉県 宮代町

埼玉県 杉戸町

埼玉県 松伏町

６．その他

3

就学援助制度の運用や、経済的に困窮している児童生徒に対する取組・対応について、これまでの回答への
補足や社会情勢を踏まえた今後の対応の検討状況


